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平成 21 年度統計法施行状況に関する審議結果報告書における 

第２ワーキンググループ検討結果 

（非正規雇用の実態を的確に把握するための関係統計の整備） 

 

 

 

総務省と厚生労働省が共同で、正規・非正規雇用双方を調査対象とす

る統計調査の集計結果等の分析を実施し、既存の雇用・労働統計の鳥瞰

図を示すとともに、当該統計の体系的整備に向けた具体的課題を整理す

ることが必要である。その上で、特に、以下のような取組を実施するこ

とが重要である。 

 

 

（ⅰ）非正規雇用（不本意型を含む）の雇用形態別雇用者数（男女・年

齢別、学歴別など）、業務内容、労働時間、賃金等を継続的に毎年

把握する統計調査の実施について検討を行うこと 

 

 

（ⅱ）労働者の自発的な離職・転職等のほか、雇用主側の事情による雇

用調整や雇用形態の転換及びそれらに伴う賃金・所得の変化を継

続的に把握できるような統計整備の検討を行うこと 

 

 

（ⅲ）非正規雇用者の実情を把握するための意識調査項目についても、

その信頼性や比較可能性を含めた技術的課題に配慮しつつ、既存

統計への導入可能性等について検討を行うこと 

 


